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１ 「いじめ防止基本方針」について

八代市立二見中学校では、法第１３条に規定されている「学校は、いじめ防止基本

方針または地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校の実情に応じ、当該学校にお

けるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を定めるものとする。」に基づ

き、次のような基本理念をもって、いじめの防止等の対策に積極的に取り組む。

※いじめ防止等の対策に関する基本理念

いじめの防止等の対策は、教師自ら生徒一人一人の大切さを強く自覚し、一人

の人間として接するという態度で指導する教職員の姿勢そのものが生徒との信頼

関係を築き上げ、全ての生徒が安心して学校生活を送り、様々な活動に取り組む

ことができるよう、学校の内外を問わず、いじめを防止することを旨として行う。

また、いじめが、いじめられた生徒の心身に深刻な影響を及ぼす許されない行

為であることを、生徒が十分に理解できるようにする。

加えて、いじめの防止等の対策は、いじめを受けた生徒の生命・心身を保護す

ることが特に重要であることを認識しつつ、国、県、市、学校、家庭、地域住民

その他の関係機関の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して実施する。

２ いじめの防止等に関する基本的な考え方

（１）いじめの定義

「いじめ」とは、生徒等に対して、当該生徒等が在籍する学校に在籍してい

る等当該生徒等と一定の人的関係にある他の生徒等が行う心理的又は物理的

な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であっ

て、当該行為の対象となった生徒等が心身の苦痛を感じているものをいう。

「いじめ」にあたるか否かの判断において、特に次の点に留意する。

・いじめられた生徒の立場に立って見極めること。

・本人がいじめられたことを否定する場合があることを踏まえ、当該生徒の表情や様子

をきめ細かく観察すること。

・いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、法第２２条の「学校いじめ対策

組織」を活用して行うこと。

・「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず当該生徒が関わっている仲間、集団等

を指すこと。

・ケンカやふざけ合いであっても、見えない所で被害が発生している場合もあるため、

背景にある事情の調査を行い、生徒の感じる被害性に着目すること。

・インターネット上で悪口を書かれた生徒本人がそのことを知らずにいるような場合

等、行為の対象となる生徒本人が心身の苦痛を感じるに至っていない事案についても、

加害行為を行った生徒に対する指導等については法の趣旨を踏まえた適切な対応が必

要であること。

・好意から行った行為が、意図せずに相手側の生徒に心身の苦痛を感じさせてしまった

ような場合、発言者の認識としては軽い言葉で相手を傷つけたが、すぐに加害者が謝

罪し教員の指導によらずして良好な関係を築くことができた場合等においては、学校

は、「いじめ」という言葉を使わず指導するなど、柔軟な対応による対処も可能であ

ること。ただし、これらの場合であっても、法が定義するいじめに該当するため、事

案を法第２２条の「学校いじめ対策組織」へ情報提供しなければならない。
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具体的ないじめの態様は、以下のようなものが想定される。

（ア）冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる

（イ）仲間はずれ、集団による無視をされる

（ウ）軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする

（エ）ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする

（オ）金品をたかられる

（カ）金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする

（キ）嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする

（ク）パソコンやスマートフォン・携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる等

こうした「いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められるもの

や、生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるような深刻なものが含まれる。

これらについては、教育的な配慮や被害者の意向を配慮した上で、早期に警察に相談

・通報し、警察と連携した対応を取ることが必要である。

（２）いじめの理解

いじめの問題は、人権に関わる重大な問題であり、心豊かで安全・安心な社会をいか

にしてつくるかという、学校を含めた社会全体に関する国民的な課題である。

また、いじめは、どの学校にも、どの子供にでも起こりうるものであり、その責任を

いじめられる側に求めるものではない。とりわけ、嫌がらせやいじわるなどの｢暴力を

伴わないいじめ｣は、多くの生徒が立場を入れ替わりながら被害も加害も経験すること

もある。また、｢暴力を伴わないいじめ｣であっても、何度も繰り返されたり多くの者か

ら集中的に行われたりすることで、｢暴力を伴ういじめ｣とともに、生命又は身体に重大

な危険を生じさせ、時として犯罪行為として取り扱われるべきと認められる事案もある。

加えて、いじめの加害・被害という二者関係だけでなく、「観衆」や「傍観者」、さら

には「無関心な者」の存在にも注意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気が形

成されるよう努めなくてはならない。

（３）いじめの防止

いじめは、どの学校でも、どの子供にも起こりうることから、根本的ないじめの問題

克服のためには、全ての生徒を対象とした、いじめの未然防止の働きかけが必要である。

いじめを生まない土壌をつくるために、全ての生徒を、いじめを許すことなく、心の通

う対人関係を構築できる社会性のある大人へと育み、子供に将来の夢やそれに挑戦する

意欲を持たせるよう関係者が一体となった継続的な取組が重要である。

特に、生徒には様々な背景（障がいのある生徒、性的指向・性自認に係る生徒、海外

から帰国した生徒や外国人の生徒、国際結婚の保護者を持つなどの外国につながる生徒

等）がある生徒もいることから、学校として特に配慮が必要な生徒については、日常的

に、当該生徒の背景等を踏まえた適切な支援を行うとともに、保護者との連携を図りな

がら、周囲の生徒に対する必要な指導を組織的に行うことで、いじめの防止等に対応す

ることが求められる。

このため、学校の教育の根幹に人権教育を据え、教育活動全体を通して道徳教育等を

充実させ、読書活動・体験活動等を推進することにより、生徒の豊かな情操、道徳心や

社会性を育むとともに、自分の存在と他人の存在を等しく認め、互いの人格を尊重する

態度等、心の通う人間関係を構築する能力を養うことが求められる。
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併せて、学校や社会の教育活動全体を通じ、全ての生徒に、「いじめ心（人をいじめ

たい心）やいじめへの不安感（いじめられたらどうしようという気持ち）等を克服する

力」の育成を図り、「いじめは決して許されない、いじめを乗り越えようとする心を高

め合うことが大切である」ことの理解を促し、学校において「いじめをしない」「いじ

めをさせない」「いじめに負けない」集団づくりを進めることが必要である。さらに、

自他の意見や能力等に相違があっても、互いを認め合いながら建設的に調整し、解決し

ていく力や、自分の言動が相手や周りにどのような影響を与えるかを見通して行動でき

る力等、生徒が円滑に他者とコミュニケーションを図る能力を育てる必要がある。また、

いじめの背景にあるストレス等の要因に着目し、その解消・改善を図るとともに、スト

レスに適切に対処できる力を育むことや、全ての生徒が安心でき、自己有用感や自己肯

定感を感じられる学校生活づくりも未然防止の観点から重要である。

いじめの防止には、いじめ問題への取組の重要性についての認識を市民全体に広め、

学校、家庭、地域社会が一体となって取組を推進するための普及啓発も必要不可欠であ

る。

（４）いじめの早期発見について

いじめの早期発見は、いじめへの迅速な対処の前提であり、全ての大人が連携し、生

徒のささいな変化に気付く力を高めることが求められる。

いじめは大人の目が届きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装って

行われたりするなど、気付きにくく判断しにくい形で行われることを認識しなければな

らない。また、生徒は思春期の多感な時期であることから、生徒の表面的な表情や「大

丈夫です。」などといった言動だけで判断することなく、保護者に気になる点を伝えた

りするなど、一歩踏み込んだ対応が求められる。

また、わずかな兆候であってもいじめを疑い、早い段階から的確に関わりをもち、生

徒たちがいじめを隠したり軽視したりすることがないよう積極的に対応する必要があ

る。

学校や市教育委員会は、定期的なアンケート調査や教育相談の実施、電話相談窓口の

周知等により、生徒がいじめを訴えやすい体制を整え、家庭、地域と連携して生徒を見

守る環境づくりを行うことが求められる。

（５）いじめへの対処について

いじめが認知された場合、学校はいじめを受けた生徒やいじめを知らせた生徒の安全

を確保し詳細を確認した上で、組織的な対応を行わなければならない。

また、個々の事案に応じて、家庭や教育委員会への連絡・相談等を行うとともに、早

期に関係機関等と連携して対応することが求められる。特に、寮生活を送っている生徒

が関係する事案については、保護者との情報共有を速やかに行うとともに、校長は事案

の解決に向けて寮を管理運営する関係者と連携し、組織的かつ丁寧な対応を行うものと

する。

このため、教職員は日頃からいじめを把握した場合の対処の在り方について理解を深

めておくとともに、学校における組織的な対応を可能とするような体制整備をすること

が必要である。

なお、いじめが発生した場合には速やかな解決が求められるが、その際、いじめた生

徒によるいじめられた生徒に対する謝罪のみで終息するものではない。それは、いじめ
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られた生徒といじめた生徒をはじめとする他の生徒との関係の修復を経て、双方の当事

者や周りの者全員を含む集団が好ましい集団活動を取り戻し、新たな活動に踏み出すま

でが含まれる。こうしたことから学校は、表面的には解決したと判断したいじめも、そ

の後の状況を継続して注視していくことが必要である。さらに学校は、全ての生徒が、

発生したいじめに向き合うことを通して、その反省や教訓を糧に、集団の一員として互

いを尊重し、認め合う人間関係を構築できるような集団づくりを進めていくことが求め

られる。

（６）家庭や地域住民との連携について

社会全体で生徒を見守り、健やかな成長を促すため、学校と家庭、地域との連携が欠

かせない。

なお、アンケート調査等によりいじめが認知されなかった場合は、「地域とともにあ

る学校」の視点から、その結果を生徒や保護者、地域住民向けに公表し、検証を仰ぐこ

とで、認知漏れがないか確認しなければならない。

より多くの大人が子供の悩みや相談を受け止めることができるようにするため、学校

と地域、家庭が組織的に連携・協働する体制を構築することが必要である。

〈実践の方向性と本校での取組の概要〉

いじめ問題の取組の重要性について保護者はもちろん地域住民に認識を広め地域、

家庭と一体となって取組を推進するための普及啓発を推進する。地域全体で生徒を

見守り、健やかな成長を促すためには、学校関係者と地域、家庭との連携が必要で

ある。特に、保護者が子供の教育について第一義的責任を負い、規範意識等を養う

ための指導等をより適切に行うためには、地域を含めた家庭との連携の強化が重要

であり、ＰＴＡや地域の関係団体等と学校とが、いじめの問題も含めた生徒の現状

について共通理解に立ち、連携し協働で取り組むように努めることが必要である。

本市においては、現在、生徒のよりよい学びのために、学校が積極的に家庭・地

域と連携して豊かな教育環境の創出を目指す「学校コミュニティースクール」づく

りを教育活動の基盤に据えて進めている。この理念の下、学校が家庭・地域と一体

となって地域ぐるみで生徒を育てる体制づくりを進めていく中で、いじめの防止等

についても、対応を図っていくことが極めて重要である。

また、いじめの未然防止や早期発見につながる場合もあることから、生徒が日頃

から、異なる年齢を含めた他の生徒や大人と関わりを持つ機会を作ることも重要で

ある。

・学校だよりでの啓発

・PTA 総会、役員会、二見校区青少年健全育成会議等での基本計画や取り組み状況の
説明

・保護者への啓発のための講演会の実施

（７）生徒会との連携について

・自他を認め合う組織計画、やらされることから自らする組織体への変貌を図る。そ

のための時間設定を年間計画に入れる。

・生徒会長を中心によりよい学校作りのための意見を公募し、企画立案し発表してい

く。
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・コミュニケーション活動を重視した特別活動の充実のため、日々の授業をはじめと

する学校生活のあらゆる場面において、班活動や縦割り活動、小中連携等の他者と

関わる機会や社会体験を積極的に取り入れる。

・子供たちが、他者の痛みや感情を共感的に受容するための想像力や感受性を身につ

け、対等で豊かな人間関係を築くための工夫を教育活動に取り入れる。

（８）関係機関との連携について

いじめの問題への対応においては、いじめる生徒に対して必要な教育上の指導を

行っているにもかかわらず、その指導により十分な効果を上げることが困難な場合

などには、関係機関（警察、児童相談所、医療、福祉機関）との適切な連携を図る。

〈実践の方向性と本校での取組の概要〉

警察や児童相談所等との適切な連携を図るため、平素から、学校と関係機関の担

当者の窓口交換や連絡会議の開催など、情報共有体制を構築しておく。

○日奈久交番、児童民生委員との密な連携

３ 本校におけるいじめ等の実態

（１）いじめの認知件数

1年生 2年生 3年生
男子 女子 男子 女子 男子 女子

Ｒ２年度 １ ０ ０ ０ ０ ０

Ｒ３年度 １ ０ ０ ０ ０ ０

Ｒ４年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０

Ｒ５年度 ０ ０ ０ ０ １ ０

（２）不登校生徒数の推移

1年生 2年生 3年生 発生率

男子 女子 男子 女子 男子 女子 合計 不登校生÷全校生徒

Ｒ２年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０％

Ｒ３年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０％

Ｒ４年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０％

Ｒ５年度 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０％

（３）いじめ問題等の実態

Ｒ２年度いじめ問題・・・悪口（１回） ⇒ いじめ解消

Ｒ３年度いじめ問題・・・言いがかり、冷やかし ⇒ いじめ解消

Ｒ５年度いじめ問題・・・ネット上での仲間はずし ⇒ いじめ解消

（４）学校評価より

豊かな心の育成

【具体的実践内容】

① 道徳科の時間を要とした道徳的実践力の育成

・「熊本の心」「つなぐ」等の活用を含めた年間指導計画に基づく授業実践

・道徳的価値の自覚を深める４つの視点（人間理解、価値理解、自己理解、自己

発見・希望）に迫る発問を取り入れた授業の創造

② 人権同和教育の推進
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・教職員の人権意識の高揚と人権教育の日常指導

・互いの（考えの）違いを認め、個性が生きる授業の創造

③ 心の居場所づくりの取組の推進

・居場所のある学級づくり、支持的風土のある学級づくり

・生徒に寄り添い、一人一人の生徒を大切にした指導や対応

④ いじめや問題行動への対応

・「心のアンケート」及び教育相談の計画的な実施

⑤ 規範意識の高揚

・規範意識をはぐくむ指導の充実（学校生活のきまり）

⑥ ボランティア精神の醸成

・「気づき、考え、実行する」を目標に掲げた人に役立つ活動の推進
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４ 本校におけるいじめの防止等のための取組

（１）学校いじめ対策組織（いじめの防止等の対策にための組織）

校 長
関係諸機関

関係団体等
運営委員会

職員会議

学年会

各部会等

【学校いじめ対策組織】
ア 未然防止

（ア）いじめの未然防止のため、いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくりを行う

イ 早期発見・事案対処

（ア）いじめの早期発見のため、いじめの相談・通報を受け付ける窓口とする

（イ）いじめの早期発見・事案対処のため、いじめの疑いに関する情報や生徒の問題行動等に係

る情報の収集と記録、共有を行う

（ウ）いじめに係る情報（いじめが疑われる情報や生徒間の人間関係に関する悩みを含む。）が

あった時には緊急会議を開催するなど、情報の迅速な共有、及び関係生徒に対るアンケート

調査、聴き取り調査等により事実関係の把握といじめであるか否かの判断を行う

（エ）いじめの被害生徒に対する支援・加害生徒に対する指導の体制・対応方針の決定と保護者

との連携といった対応を組織的に実施する

ウ 学校いじめ防止基本方針に基づく各種取組

（ア）学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・検証・修

正を行う

（イ）学校いじめ防止基本方針における年間計画に基づき、いじめ防止等に係る校内研修を企画

し、計画的に実施する

（ウ）学校いじめ防止基本方針が当該学校の実状に即して適切に機能しているかについての点検

を行い、学校いじめ防止基本方針の見直しを行う

構成員

校長、教頭、教務主任、生徒指導担当、人権教育主任、人権同和教育主担者、学年

主任、養護教諭、学級担任、教科担任、部活動指導に関わる教職員、学校医等

※内、情報集約担当者を１人置く

可能な限り、ＳＣ、ＳＳＷ、弁護士、医師、警察官経験者等の外部の専門家を加

える
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（２）いじめの未然防止のための取組

二見中学校では、法第２２条に則り、学校におけるいじめの防止、いじめの早期

発見及びいじめへの対処等に関する措置を実効的に行うため、組織的な対応を行う

ため中核となる常設の組織「学校いじめ対策組織」を設置する。

これは、いじめに対しては、学校が組織的に対応することが必要であること、また、

必要に応じて、心理や福祉の専門家、弁護士、医師、教員、警察官経験者など外部

の専門家等が参加しながら対応することにより、より実践的ないじめの問題の解決

に資することが期待されることから、設置するものである。

また、学校基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成や実施に当た

っては、本校職員、すべての保護者や生徒、地域住民などの参加をはかるためにも、

職員会議、生徒集会、PTA 総会、二見校区青少年健全育成会議などの場で本校の取
組を紹介し、協議、検証しながら、学校のみの対応でなく、家庭、地域ぐるみの防

止のための組織としての活性化を図っていく。

～「自己有用感」「居場所づくり」「絆づくり」を柱に～

ア わかる授業(居場所づくり)

・校内研修とタイアップし、既成学習概念から脱却させ､授業観の再構築を図る。

・実態に即した理論研修を行い､学力向上を求めていく。

イ 道徳教育の充実（自己有用感を育てる）

・未発達な考え方や道徳的判断力の低さから起こる「いじめ」を未然に防止する。

・「いじめをしない」「いじめを許さない」という人間性豊かな心を育てる。

・生徒の実態に合わせて、内容を十分に検討した題材や資料等を取り扱った道徳科

の授業を実践する。

・生徒の心根が揺さぶられる教材や資料に出会わせ、人としての「気高さ」や「心

づかい」「やさしさ」等に触れることによって、自分自身の生活や行動を省み、い

じめを抑止する。

ウ 人権同和教育の充実

・いじめは、相手の「基本的人権を脅かす行為であり、人間として決して許される

ものではない」ことを理解させる。

・人を思いやることができるよう、人権教育の基盤である生命尊重の精神や人権感

覚を育むとともに、人権意識の高揚を図る。

・学校教育の全領域で、ものごとに挑戦したり、相互に認められたりする場面を設

定し、生徒の自己肯定感を高め、自尊感情を育む。

・「八代地域人権子ども集会・フェスティバル inやつしろ」への参加
エ 生徒会活動の充実（自己有用感・絆づくり）

・縦の関係での上級生のリーダー性を向上させ、自ら作る学校・生徒会活動に向け、

担当を中心に､起案作りの補助に回り､達成感を味わえる学校作りに努める。

オ 小中一貫・連携教育の取組（絆づくり）

・小中連絡会の定例化 ・小中合同運動会の実施

・小中合同職場体験の実施

カ 体験活動の充実（自己有用感・絆づくり）

・福祉体験やボランティア体験、発達段階に応じた体験活動を体系的に展開し、教
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育活動に取り入れる。

・小中での縦割り体制で相互の学び会い活動を推進する。休業中に町内活性化協議

会がリーダーとなって自己有用感、達成観を味わわさせる体験的行事を組む。

キ 校内研修の取組

・研究主任を中心に授業分析を行い、生徒に達成感や成就感を味わわせることがで

きる「わかる授業」を実践していく。講師招聘授業により学力向上方法の探求及

び、全員研究授業による実証確認を行っていく。

ク 生徒指導充実月間等の取組

・「心のきずなを深める集会」や標語作成等を通して未然防止に繋げる。

・ストレスの対処法の学習を学活等で行う。

ケ 「命を大切にする心」を育む指導プログラムの活用

・四月当初、年度内の指導プログラムを点検・再考し実践化を行う。

コ 情報モラル教育の充実

・授業における情報モラルに関する教育や警察、携帯電話会社等との連携のもと講

演会を開くなどして啓発を心がける。

サ 保護者や地域との連携

・授業参観や保護者研修会の開催、オープンスクール、ＨＰ、学校・学年だより等

による広報活動により、いじめ防止対策や対応についての啓発を行う。

・ＰＴＡの各種会議や保護者会等において、いじめの実態や指導方針などの情報を

提供し、意見交換する場を設ける。

・より多くの大人が生徒の悩みや相談を受け止めることができるようにするため、

学校と地域、家庭が組織的に連携・協働する体制を構築する。

（校内における日常活動）

○朝の会や帰りの会を使った自分や友だちを認め合う活動

○集会や行事のあとの感想交流

○生徒会役員中心とした「挨拶運動」の取組

○委員会活動、行事の時の縦割り班活動の充実

（３）いじめの早期発見のための取組

いじめは大人の目につきにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装

って行われたりするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることを認

識し、ささいな兆候であっても、いじめではないかとの疑いをもって、早い段階か

ら的確に関わりを持ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく積極的に認知す

る取組に徹する。

ア ２ヶ月に１回のアンケート等及び学期１回の教育相談の実施

・全生徒を対象とした教育相談を実施する。その際、事前にアンケートによる記

述から問題把握を行い、カウンセリングに入る。

イ 校内相談窓口の整備と周知

・いじめを受けたり、見たり、聞いたりした生徒は、学級担任にこだわらず、伝え

やすい先生にすぐ知らせるように日頃から指導する。
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ウ 電話相談窓口・ＳＯＳの出し方等の周知

・相談窓口の紹介やＳＯＳの出し方についての学習を集会や学活で行う。

・電話相談窓口の連絡先等を廊下に常時掲示する。

エ 特別支援教育の視点から

・交流学級や他学年との交流の充実に努め、自分から話しかけられるようにし､周

囲から話しかけられたときの対応の仕方など発達段階に応じてよりよい対人関係

が築けるようにする。

オ 日々の観察等

・休み時間や昼休み、放課後の雑談等の機会に、生徒の様子に目を配り、「子供が

いるところには、教職員がいる」ことを目指す。

・教職員が生徒と共に過ごす機会を積極的に設けることを心がけるとともに、学級

担任・教科担任・部活動顧問等の連携を密にし、いじめの早期発見を図る。

・「克己ノート」の活用によって、担任と生徒・保護者が日頃から連絡を密に取り、

信頼関係を構築する。

・日常生活の中での教職員の声かけ等、生徒が日頃から気軽に相談できる環境をつ

くる。

・情報の収集（学習時間、睡眠時間、悩み、人間関係など）を行う。

・気になる内容については、教育相談や家庭訪問等を実施し、迅速に対応する。

カ 保護者・地域住民との連携

いじめ問題の取組の重要性について保護者はもちろん地域住民に認識を広め地

域、家庭と一体となって取組を推進するための普及啓発を推進する。地域全体で

生徒を見守り、健やかな成長を促すためには、学校関係者と地域、家庭との連携

が必要である。特に、保護者が子供の教育について第一義的責任を負い、規範意

識等を養うための指導等をより適切に行うためには、地域を含めた家庭との連携

の強化が重要であり、ＰＴＡや地域の関係団体等と学校とが、いじめの問題も含

めた生徒の現状について共通理解に立ち、連携し協働で取り組むように努めるこ

とが必要である。

・PTA 総会、役員会、二見校区青少年健全育成会議等での基本計画や取り組み状
況の説明

・保護者への啓発のための講演会の実施

・保護者・地域住民からの情報提供への迅速な対応と見届け

（保護者アンケート「いじめのサイン発見シート」（家庭用）の実施）
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（４）学校いじめ防止プログラム（いじめの未然防止、早期発見関連の年間計画）

学校行事 道徳 人権同和学習 学級活動等

入学式、始業式 １年「百年の生涯」

４月 ～熊本の心～

２年「旗」

小中合同運動会中体連 ３年「余命０ 命のメッ 狭山に学ぶ 心のきずなを深める標語作成

５月 セージ」 （差別に負けない心） 心のアンケート（簡略

版）

６月 １年「バスと赤ちゃん」 水俣病学習 教育相談

心のきずなを深める授業

「仲間になった」 三者面談

７月 ～みつめる～ 心のアンケート（簡略

「光ば見つけました」 版）

心のきずなを深める集会

反戦平和学習

８月 人権作品作成

職場体験 ２年「そこにいるだけで ２学期の目標作り

９月 集団宿泊教室 いい」 心のアンケート

１年「たとえ僕にあすは 部落問題学習を通 し 学習成果発表会に向け

１０ なくとも」 た日常的人権意識の て

月 ２年「小さな命」～つな 高揚推進 教育相談

ぐ～

１１ 学習成果発表会 「ハンセン病学習」

月

修学旅行 ３年「忘れられないご馳 八代地域人権子供集 心のアンケート

１２ 持久走大会 走」 会・フェスティバル 悩みとその解決

月 inやつしろ 三者面談

３年「優介の決意」 人権集会 異性への理解、新年の

１月 「渋染一揆」 目標決意、

～きずな～ 教育相談

立志式 ２年「ブラックジャック 生命尊重、性に関す 自分の適性・進路

２月 二人の黒い医者」 る学習 心のアンケート（簡略

版）

卒業式 １年「捨て犬・未来」 人権に関する年間の 3年間を振り返って

３月 ふり返り 目標総括
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総合的な学習の時間 生徒会活動 校内研修・評価 保護者や地域住民との連携

学校人権宣言決定 生徒理解

４月

職業調べ 小中合同運動会 人権教育レポート研 PTA総会、研修会

５月 上級学校調べ 修会

職業調べ 生徒総会・議会 二見中校区小中合同

６月 上級学校調べ 教育相談等総括会

職場体験学習に向けて

上級学校説明会 特別支援教育総括会 PTA授業参観

７月 職場体験学習に向けて 授業研究会

集団宿泊教室に向けて 市リーダー研 各種人権同和教育研 再利用資源回収

８月 修会への参加

集団宿泊教室に向けて 特別支援教育を通し

９月 二見の歴史を知る た支持的風土の醸成

職業体験

福祉施設体験学習

二見の歴史を知る ２学期の人権学習特 風土フェスタ

１０ 地域の方の生き方に学 設授業の提案および PTA道徳科の授業参観

月 ぶ 検討

学習成果発表会に向け 教育相談等総括会

て

１１ 学習成果発表会に向け 学習成果発表会 Ｄブロック人権同和

月 て 人権子供集会への参 教育授業研究会

修学旅行に向けて 加

人権集会 校内授業研究会にお PTA授業参観

１２ 役員改選 ける人権教育の視点 保護者アンケート「いじ

月 検証 めのサイン発見シート」

特別支援教育総括会 （家庭用）

耐寒遠足

地域の方の生き方に学 性に関する学習指導 資源回収

１月 ぶ の事前研修（男女相

互理解）

教育相談等総括会

立志式 人権教育実践レポー PTA授業参観

２月 地域の方の生き方に学 ト読み合わせ会の実 立志式への参加

ぶ 施

未来を信じてはばたこ ３年生を送る会 年度末の生徒理解・

３月 う 指導の総括

特別支援教育総括会
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（５）いじめへの対処の流れ（学校いじめ対策組織を中心に）

（６）学校におけるいじめへの対処（留意点）

ア いじめの情報（第一報）の把握と情報の共有

・情報集約担当者は、その情報をできるだけ早く確実に、担任→学年主任→生徒指

導主事（担当）→管理職と伝え共有する。

・たとえ関わった生徒が「自分たちで解決する。」と言ったとしても、生徒に任せる

ようなことがあってはならない。

イ 学校いじめ対策組織による事実確認のための役割分担

・学校いじめ対策組織を招集し、対策会議を開き、事実を確認するために役割分担

いじめへの対処の流れ

※情報集約担当、担任、学年主任、指導指導（担当）及び管理職等による情報共有

※管理職が招集、生徒指導主事（担当）がコーディネート

※記録の開始 市教委へ報告

※いじめを受けた生徒、いじめを行った生徒、周囲の生徒、関係保護者への支援、指

導

※関係機関との連携

※保護者への報告 市教委への報告

ア いじめの情報（第一報）の把握と情報の共有

イ 学校いじめ対策組織による事実確認のための役割分担

ウ 事実確認

エ 事実の把握と対策方針の決定

オ いじめの関係者への指導と関係修復

カ 経過観察
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等を行う。

・管理職が対応チームの指揮をとる。

・可能な限り、外部の専門家等の協力を検討する。

ウ 事実確認

・調査した内容を所定の書式により記録を開始する。

・いじめを受けた生徒やいじめを知らせた生徒から聴き取った情報をもとに、いじ

めを行った生徒の聴き取りを行う。

・いじめを受けた生徒やいじめを行った生徒が複数の場合は、複数の教師で同時に

個別に聴き取り、状況を正確に把握する。いじめを行った生徒には、話を合わせ

る時間を与えないようにする。

・聴き取りは最優先で行う。「後で来なさい。」ではなくすぐに行う。

・対象生徒に最初に聴き取った職員が最後まで聴き取る。

・双方の話す内容において食い違うことが生じたら、その都度確認して事実を明ら

かにしていく。

・周囲の生徒、保護者、他の教師などからも情報を収集し、聴き取った内容の整合

性を図る。

・いじめについて話すことをためらう生徒も多いため、聴き取った内容については、

秘密を守り通すことを約束する。

・「何があったのか、なぜ起きたのか」ということを明確にする。

・事実確認と指導とは明確に区別する。

・生徒の心に配慮し、じっくりと丁寧に聴き取り、真相を明らかにしていく。

・必要に応じ、外部の心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者等の支援を得

る。

エ 事実の把握と対策方針の決定

・それぞれが聴き取った内容を、学校の組織で確認し、事実を明らかにしてまとめ

る。

・あいまいなことは残さない。生じた疑問などは、生徒に再び聴く等して明らかに

する。

・事実の内容に応じて、指導及び対処の方針を決定する。

・事実の内容を市教委へ報告する。

・必要に応じて、学校の組織の外部の心理、福祉等に関する専門的な知識を有する

者等の支援を得る。

・必要に応じて、学校支援委員会の派遣を要請する。

オ いじめの関係者への指導と関係修復

（いじめを受けた生徒への対応)

○ 共感的な理解をする。

・いじめを受けた生徒と信頼関係ができている教師が中心になって対応する。

・いじめを受けた生徒の立場で、共感的な理解に努める。

・いじめを受けた生徒やいじめを知らせた生徒を最後まで守り通すという姿勢で対

応する。
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・いじめを受けた生徒の立場に立ち、冷静かつ受容的な姿勢で話を聴く。

○ 生徒が安心して学校生活を送るための対応を行う。

・場合によっては、別室登校（保健室等）を考えるなど、教職員全員の協力によっ

て、問題の解決にあたる。

・生徒が心に深い傷を負うなど、深刻な被害がある場合は、スクールカウンセラー

をはじめ児童相談所など関係機関との連携を図る。

・必要に応じて、学校支援委員会の派遣を要請し、支援を受ける。

・いじめにかかわった生徒との人間関係の修復に努める。

○ 長期的な支援を続ける。

・諸活動における具体的な行動のとり方について相談するなど、長期的な支援を生

徒に約束する。

・問題が解決したように見えても解決していない場合やいじめが再発する場合もあ

るため、長期的に見守る。

(いじめを行った生徒への対応)

○ 自分の行為を見つめ直させる。

・いじめの意識の有無を確認する。

・意識的にいじめを行った場合は、その非を指摘し、納得させる。

・いじめの意識がない場合は、いじめを受けた相手の精神的な打撃の深刻さに気付

かせ、人権を侵害する行為であることが認識できるようにする。

・いかなる理由があっても、いじめは決して許される行為ではないことを理解させ

る。

○ いじめを受けた生徒の気持ちを理解させる。

・思いやりの心を大切にするような指導を通し、二度と同じことを繰り返させない

ようにする。

・何が悪かったのかを認識し、本心から相手に謝罪することで、人間関係の修復に

努めるよう指導する。

○ あたたかい人間関係づくりの大切さを実感させる。

・思いやりの心や規範意識の育成を目指し、人間としてとるべき行動について考え

させるように継続的に指導する。

・所属意識や自己有用感が高まるように、学級活動、生徒会活動、部活動、また校

内外での諸活動等における具体的な行動の仕方について指導する。

○ いじめに至った要因を探る。

・「いじめないと自分がいじめられるからいじめる」という生徒もいる。必要に応

じてカウンセリングを行い、いじめに至った要因を掘り下げて把握し、その後の

指導に生かす。

○ いじめを行った生徒の心のケアを行う。

・いじめを行った生徒も、自責の念や周囲からの言葉により傷ついている場合もあ

る。必要に応じカウンセリング等を行い心のケアを行う。

・必要に応じて、学校支援委員会の派遣を要請する。

（周囲の生徒への対応）

○ いじめを受けた生徒の苦しみを理解させる。
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・いじめを受けた生徒の心の苦しみを理解させる。

・はやし立てたり見て見ぬふりをしたりする行為は、いじめを行っていることと同

じだということを理解させる。

○ 再発防止に向けた指導を行う。

・なぜ止められなかったのか、なぜ見て見ぬふりをしてしまったのか等、正義ある

行動ができなかったことを反省することができるように指導する。

・いじめの不当性を指摘し、いじめをやめさせ、教師に伝えることは正義に基づい

た勇気ある行為であることを理解させる。

○ 学年集会や全校集会を行う。（必要に応じて）

・再発防止の観点から実施する。

・実施に当たっては、当該の生徒や保護者の了解のもとで実施する。

・いじめを受けた生徒といじめを行った生徒の立場やプライバシーに十分配慮し、

二次的な被害が起こらないようにする｡

（保護者への対応）

いじめを受けた生徒の保護者への対応

○ 誠意ある迅速な対応を心がける。

・保護者の心情を十分に理解するとともに、学校の指導方針を説明し「生徒を守る」

という姿勢のもとで信頼関係をつくる。

・いじめを行った生徒や、その他の周辺の生徒にどんな指導を行ったか、今後どの

ような指導を行うのかを伝え、生徒が安心して学校生活を送れるような体制をつ

くる。

○ 再発防止に向けた話合いを開催する。

・いじめを受けた生徒や保護者の意向を尊重して、両者が話し合う場を設けるなど

して再発防止に取り組む。

・いじめの事実を保護者へ説明する場合は、生徒への聴き取りにより事実が確定し

てから行う。決してあいまいな部分を残さない。

・話合いは、可能な限り事実が判明した日に行う。

○ 定期的な報告を行う。

・いじめが表面上収まっても、定期的に学校生活の様子を保護者に伝え、協力を得

る。

いじめを行った生徒の保護者への対応

○ 問題解決に向けた保護者との協力体制を整える。

・生徒同士の関係修復のために、保護者や学校として何ができるのかを話し合うと

いうスタンスで接する。

・いじめを受けた生徒やその保護者の苦しみ、辛さ等の理解を図る。そして今後の

指導方針を伝え再発防止に向けて協力を仰ぐ。

○ 再発防止に向けた対応を行う。

・生徒とともに保護者が問題解決していけるように働きかける。

・いじめを受けた生徒とその保護者への謝罪などについて話し合う。

・いじめを行うに至った要因や背景について家庭でじっくりと話し合う機会をもっ

てもらう。
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・必要に応じて、生徒や保護者に対しカウンセリングを実施することも可能である

ことを伝える。

・再発防止のための学校の指導方針を伝える。

保護者を含めた「関係修復のための会」を設定する場合

○ 会場は、学校の校長室、相談室等を使用する。

○ 学校からは、当該生徒の学級担任、当該生徒の学年主任、生徒指導主事（担当）、

管理職等必要に応じて複数出席する。

○ いじめの状況についての説明は、生徒の聴き取りからはっきりした事実のみ伝え

あいまいな事は述べない。

○ いじめを行った生徒の謝罪を設定する場合には、謝罪をする生徒が「何が悪かっ

たのか、何に対して謝罪をするのか」をはっきり認識させたうえで、会に参加させ

る。

○ 生徒を中心にすえ、関係を修復し、今後の学校生活を有意義に過ごすために、生

徒、学校、家庭が今後どうするべきか話し合う会とする。

○ いじめを行った生徒やその保護者を叱責する会とはしない。

○ 会の流れ（例）

① いじめの状況説明

② 保護者からの質問

③ 生徒より（謝罪等）

④ 保護者より

⑤ 管理職より（まとめ）

⑥ 学級担任等による個別面談

保護者全体への対応

○ いじめの内容によっては緊急保護者会を開くなどして、周囲の子供のみならず保

護者全体への対応も行う。

○ 保護者会を実施する際には、個人情報保護の立場から個人が特定されることのな

いように十分配慮する。

○ 全体でいじめをなくすという意識をもつことを訴える。

関係機関との連携

○ 教育委員会（学校支援委員会）との連携

・いじめを認知した場合は、事実関係を速やかに所定の書式を用い、 市教委に報告

するとともに対応について協議する。また、事故・問題行動等の定例報告におい

て報告する。

・学校だけの対応では解決が不可能と思われる事態が発生した場合は「学校支援委

員会」の派遣要請を行う。

・指導を繰り返したにもかかわらず、いじめを行った生徒が、いじを執拗に繰り返

す等学校の指導の限界を超える場合には、出席停止の措置を検討する。

○ 警察等との連携

・いじめがエスカレートし、暴行を受けて怪我をしたり、万引きを命令されたり金

品を要求されるなど、行為が犯罪と思われる場合には、熊本県学校等警察連絡協
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議会の申合せ事項による相談基準に基づき警察に相談する。（いじめを行った生徒

の出席停止を検討する。）

○ 医療機関との連携

・いじめ発生後、いじめに関係のある生徒が精神的なダメージを受けている場合は、

必要に応じて医療機関との連携を図る。

○ その他の関係機関との連携

・生徒や保護者への支援が必要と判断した場合、県教委(ＳＣ・ ＳＳＷ）、児童相談

所、八代市こども未来課等との連携を図る。

【関係機関との連携を必要とする状況】

市 教 学 い 県 こ 児 警 医

教 育 校 じ 教 ど 童 察 療

育 サ 支 め 委 も 相 機

委 ポ 援 防 Ｓ 未 談 関

員 ｜ 委 止 Ｃ 来 所

会 ト 員 等 ・ 課

セ 会 対 Ｓ

ン 策 Ｓ

タ 委 Ｗ

｜ 員

会

いじめの状況を報告 ○

対応方針等についての相談 ○ ○

暴行、恐喝等が発生した場合 ○ ○ ○ ○

生徒への心のケアが必要である場合 ○ ○ ○ ○

保護者と学校が対立している状態にある場合 ○ ○

生徒の家庭環境に課題があると考えられる場合 ○ ○ ○

重大事態が発生した場合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

カ 経過観察

・いじめが解消したと思える事例でも、再発する可能性があるという意識をもち、

観察を継続する。

・いじめを受けた生徒及びいじめを行った生徒については、継続的な観察とともに、

教育相談等の面談を定期的に行う。

・学校から双方の家庭に、生徒の様子について定期的に報告する。

・双方の家庭へは、生徒の様子が変化した場合の学校への連絡を依頼する。

・必要に応じて、市教委へ報告を行う。

・進級したり進学したりする際は、記録を渡す等して情報を確実に引き継ぐ。

（７）いじめの解消

いじめは、単に謝罪をもって安易に解消とすることはできない。いじめが「解消

している」状態とは、少なくとも次の２つの要件（ア）及び（イ）が満たされてい

る必要がある。ただし、これらの要件が満たされている場合であっても、必要に応
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じ、他の事情も勘案して判断するものとする。

ア いじめに係る行為が止んでいること

○ 被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じ

て行われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この

相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とする。

○ いじめの被害の重大性等からさらに長期の期間が必要であると判断される場合

は、この目安にかかわらず、市教育委員会又は「学校いじめ対策組織」の判断に

より、より長期の期間を設定するものとする。学校の教職員は、相当の期間が経

過するまでは、被害・加害生徒の様子を含め状況を注視し、期間が経過した段階

で判断する。

○ 行為が止んでいない場合は、改めて、相当の期間を設定して状況を注視する。

イ 被害生徒が心身の苦痛を感じていないこと

○ いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害生徒が

いじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害生徒本人

及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認

する。

学校は、いじめが解消に至っていない段階では、被害生徒を徹底的に守り通し、

その安全・安心を確保する責任を有する。「学校いじめ対策組織」においては、いじ

めが解消に至るまで被害生徒の支援を継続するため、支援内容、情報共有、教職員

の役割分担を含む対処プランを策定し、確実に実行する。

上記のいじめが「解消している」状況とは、あくまで、一つの段階に過ぎず、「解

消している」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分にありうるこ

とを踏まえ、学校の教職員は、当該いじめの被害生徒及び加害生徒については、日

常的に注意深く観察する必要がある。

（８）いじめの防止等への取組の評価

学期末の生徒の自己評価、保護者・生徒・職員へのアンケートの三者比較とそれ

をもとにした学校関係者評価委員による学校評価で取組の評価を行う。

○ 背景調査においては、自殺が起きた後の時間の経過等に伴う制約の下で、でき

る限り、偏りのない資料や情報を多く収集し、それらの信頼性の吟味を含めて、

客観的に、特定の資料や情報にのみ依拠することなく総合的に分析評価を行うよ

う努める。

○ 客観的な事実関係の調査を迅速に進めることが必要であり、それらの事実の影

響についての分析評価については、専門的知識及び経験を有する者の援助を求め

ることが必要であることに留意する。

○ 学校が調査を行う場合においては、当該学校の設置者は、情報の提供について

必要な指導及び支援を行うこととされており、学校の設置者の適切な対応が求め

られる。

○ 情報発信・報道対応については、プライバシーへの配慮の上、正確で一貫した

情報提供が必要であり、初期の段階で情報がないからといって、トラブルや不適

切な対応がなかったと決めつけたり、断片的な情報で誤解を与えたりすることの
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ないよう留意する。なお、亡くなった生徒の尊厳の保持や、子供の自殺は連鎖（後

追い）の可能性があることなどを踏まえ、報道の在り方に特別の注意が必要であ

ある。

５ 重大事態への対処

（１）重大事態の意味

法第２８条第１項において、次に掲げる場合を、いじめの重大事態としている。

「いじめにより」とは、各号に規定する生徒の状況に至る要因が当該生徒に対し

て行われるいじめにあることを意味する。

また、「生命、心身又は財産に重大な被害」については、いじめを受ける生徒の

状況に着目して判断する。例えば、次のようなケースが想定される。

○ 生徒が自殺を企図した場合

○ 身体に重大な傷害を負った場合

○ 金品等に重大な被害を被った場合

○ 精神性の疾患を発症した場合

○ 年間３０日以上の不登校状況が見られる場合

（ただし、生徒が一定期間、連続して欠席しているような場合には、上記目安に

かかわらず、市教育委員会又は学校の判断により迅速に調査に着手する場合も

ある。）

○ 生徒や保護者から申立てがあった場合

（２）重大事態の調査

ア 重大事態の報告、調査の趣旨及び調査主体について

○ 学校は、重大事態が発生した場合、市教育委員会を通じて市長へ事態発生につ

いて報告する。

○ 調査の主体をどこに置くのか市教育委員会の判断を受け、市教育委員会と連携

し調査等の措置を講ずる。

イ 調査を行うための組織について

○ 学校が設置する調査組織は、学校いじめ対策組織を母体として 当該重大事態の

性質に応じて市教育委員会の協力を得ながら適切な専門家を加える。

○ この調査組織による調査は、可能な限り外部の専門家等を活用し、内容の公平

性・客観性・合理性を確保する。

○ 市教育委員会に調査の主体を置く場合、市いじめ防止等対策委員会が調査を行

う。

ウ 事実関係を明確にするための調査の実施

○ 調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とす

るものでないことは言うまでもなく、学校と市教育委員会が事実に向き合うこと

で、当該事態への対処や同種の事態の発生防止を図るものである。

１ いじめにより当該学校に在籍する生徒等の生命、心身又は財産に重大な被

害が生じた疑いがあると認めるとき。

２ いじめにより当該学校に在籍する生徒等が相当の期間学校を欠席すること

を余儀なくされている疑いがあると認めるとき。
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○ 重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ（どれくらいの期間）、誰か

ら行われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や生徒の人間関

係にどのような問題があったか、学校・教職員がどのように対応したかなどの事

実関係を、可能な限り明確にする。この際、因果関係の特定を急ぐことに重点を

置くのではなく、客観的な事実関係を速やかに調査する。

ａ いじめられた生徒からの聴き取りが可能な場合

・いじめられた生徒からの聴き取りが可能な場合、当該生徒から十分に聴き取る

とともに、在籍生徒や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査等を行う。こ

の際、いじめられた生徒や情報を提供した生徒を守ることを最優先する（例え

ば、質問票によって個別の事案が明らかになり、いじめられた生徒の学校復帰

が阻害されることのないよう配慮するなど）。

・調査による事実関係の確認とともに、いじめた生徒への指導を行い、その行為

を直ちに停止させる。

・いじめられた生徒に対しては、その事情や心情を聴取し、当該生徒の状況に合

わせた継続的なケアを行い、学校生活復帰への支援や学習支援等を行う。

・これらの調査を行うに当たっては、事案の重大性を踏まえて市教育委員会、関

係機関と適切な連携を図った上で対応する。

ｂ いじめられた生徒からの聴き取りが不可能な場合

・生徒の入院や死亡等、いじめられた生徒からの聴き取りが不可能な場合は、当

該生徒の保護者の要望・意見を十分に聴取し、当該保護者と今後の調査につい

て協議の上、速やかに調査に着手する。

・調査方法としては、在籍生徒や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査等が

ある。

・生徒が自殺に至った場合の調査は、同じ事態を防止する観点から、その死に至

るまでの経過を含めた幅広い調査を実施することが必要である。この調査にお

いては亡くなった生徒の尊厳を保持し、かつ遺族の気持ちに十分配慮しながら

行う。

・いじめが、自殺の要因として疑われる場合の調査については、「児童生徒の自殺

が起きたときの調査の指針」（平成２６年７月）を参考とする。

エ その他留意事項

○ 重大事態については、市教育委員会の積極的な支援が必要となる。その事態に

関わりをもつ生徒が傷つき、学校全体の生徒や保護者、地域にも不安や動揺が広

がり、時として事実に基づかない風評等が流されることがないよう、市教育委員

会及び学校は、生徒や保護者への心のケアと落ち着いた学校生活を取り戻すため

の支援に努めるとともに、予断のない一貫した情報発信、個人のプライバシーへ

の配慮に留意する。

○ 遺族の心情に配慮するため、第３者による連絡調整や各種支援が円滑に行われ

るよう必要な措置を講じる。

（３）調査結果の提供及び報告

○ 調査により明らかになった事実関係について、いじめを受けた生徒及びその保

護者へ情報を適切に提供する。これらの情報の提供に当たっては、市教育委員会

及び学校は、他の生徒のプライバシー保護に配慮するなど、関係者の個人情報に
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十分配慮する。ただし、個人情報保護を理由に必要な説明を怠るようなことがあ

ってはならない。

○ 得られたアンケート結果については、いじめられた生徒及び保護者に提供する

場合があることをあらかじめ念頭におき、調査に先立ち、その旨を調査対象とな

る在籍生徒や保護者に説明するなどの措置が必要であることに留意する。

○ 学校は調査結果を、市教育委員会を通じて市長に報告する。いじめを受けた生

徒又はその保護者が希望する場合には、いじめを受けた生徒又はその保護者の所

見をまとめた文書の提供を受け、調査結果に添えて報告する。
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（４）重大事態への対処の流れ

②連絡

②報告 ③報告

③報告

情報

提供

⑤重大事態の調査組織の設置 指導支援 ⑤学校の協力のもと、学校と

「学校いじめ対策組織」を母体 一体になった調査

⑥調査 報告 ⑥調査結果を踏まえた措置

⑦いじめを受けた生徒及

びその保護者への情報（調 支援 相談

査結果）提供

⑧調査結果の市教育委員会へ 相談

の報告（市教委から市長へ 報

報告） 支援 告

⑨調査結果を踏まえた必要な

措置 再調査

報告

報告 指示

報告（再調査を行った場合）

①重大事態発生

④市教委が、重大事態の調査の主体を判断

市教育委員会

市長

学 校 市教育委員会

重大事態

学校

議会

県教委

学校支援委員会

関係機関(警察等)

市長設置の

附属機関

保護者


